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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第106期

第２四半期連結

累計期間

第107期

第２四半期連結

累計期間

第106期

第２四半期連結

会計期間

第107期

第２四半期連結

会計期間

第106期

会計期間

自  平成21年

    ４月１日

至  平成21年

    ９月30日

自  平成22年

    ４月１日

至  平成22年

    ９月30日

自  平成21年

    ７月１日

至  平成21年

    ９月30日

自  平成22年

    ７月１日

至  平成22年

    ９月30日

自  平成21年

    ４月１日

至  平成22年

    ３月31日

売上高 (百万円) 6,766 6,512 4,218 4,138 15,189

経常利益金額 (百万円) 682 300 546 228 1,435

四半期(当期)純利益金

額
(百万円) 569 59 533 115 963

純資産額 (百万円) ― ― 8,511 8,829 8,840

総資産額 (百万円) ― ― 20,926 18,665 19,605

１株当たり純資産額 (円) ― ― 253.34 264.92 265.39

１株当たり四半期(当

期)純利益金額
(円) 17.32 1.80 16.20 3.51 29.29

潜在株式調整後１株当

たり四半期(当期)純利

益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 39.8 46.7 44.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △ 802 776 ― ― 605

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 737 △ 127 ― ― 502

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 289 △ 863 ― ― △ 1,258

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(百万円) ― ― 2,524 1,934 2,149

従業員数 (名) ― ― 358 326 353

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　
　
３ 【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　
　
４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 326

(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含む就業人員であります。

　
　
(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 271

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比（％）

ダクタイル鋳鉄関連 2,169 ─

樹脂管・ガス関連 222 ─

合計 2,392 ─

(注) １.セグメント間取引は、ありません。

２.金額は、販売価格を以って計上しております。

３.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高

(百万円)

前年同四半期比

（％）

受注残高

(百万円)

前年同四半期比

（％）

ダクタイル鋳鉄関連 3,937 ─ 2,559 ─

樹脂管・ガス関連 476 ─ 13 ─

合計 4,414 ─ 2,572 ─

(注) １.セグメント間取引は、ありません。

２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

ダクタイル鋳鉄関連 3,671 ─

樹脂管・ガス関連 466 ─

合計 4,138 ─

(注) １.セグメント間取引については、相殺消去しております。

２.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

太三機工㈱ 794 18.8 806 19.5

安田㈱ 634 15.0 521 12.6

３.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

　

  当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券

報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

  なお、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

　

  当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間における当社グループを取りまく環境は、主力である水道用鋳鉄管類の

需要が減少傾向で推移するとともに市況が軟化するなど厳しい環境となりました。

これに対し当社グループは、引き続き要員の機動的運用による効率化、樹脂管製造設備の集約等によ

る製造原価削減及び、間接部門のスリム化等を推進してきました。また、昨年度に実施した本社の久喜

菖蒲工場への移転効果も現れてきました。

その結果、当第２四半期連結会計期間の業績につきましては、鋳鉄管類の販売価格の低下等により売

上高は前年同四半期連結会計期間に比べ80百万円減少し、41億38百万円となりました。

損益につきましては、売上高減少と原材料高の影響が大きく営業利益は前年同四半期連結会計期間

に比べ３億22百万円減少し、２億35百万円となりました。経常利益についても同様に前年同四半期連結

会計期間に対し３億18百万円減少し、２億28百万円となりました。

四半期純利益につきましては、経常利益の減少に加え、前年同四半期連結会計期間において固定資産

売却益（３億11百万円）を計上していたこともあり、前年同四半期連結会計期間に対し４億17百万円

減少し、１億15百万円となりました。

なお、当社グループの業績は、売上高が下期に多く計上され、固定費が収益に先行して発生すること

から、第２四半期連結累計期間までは売上高に対する費用負担が大きくなる傾向にあります。

　
①　セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　
1）ダクタイル鋳鉄関連

当第２四半期連結会計期間は鋳鉄管の販売価格が低下したため、売上高は36億71百万円となりま

した。

営業利益につきましては、販売価格の低下に加え原材料価格が上昇したため、１億81百万円とな

りました。

　
2）樹脂管・ガス関連

売上高はガス用ポリエチレン管の販売を中心に４億66百万円となりました。

営業利益につきましては、ガス関連資材の販売及び子会社で行っている倉庫業、リサイクル事業

(古鉄類の販売)が順調に推移したため、営業利益は54百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、186億65百万円と第１四半期連結会計期間末（184億９

百万円）と比較して２億56百万円増加しました。これは主に季節的要因により「商品及び製品」が５

億60百万円減少し、受取手形及び売掛金が13億52百万円増加したこと等によるものです。

負債合計は、98億36百万円と第１四半期連結会計期間末（96億95百万円）と比較して１億40百万円

増加しました。これは主に長期借入金が２億53百万円減少した一方で、支払手形及び買掛金が２億79百

万円増加したこと等によるものです。

純資産合計は、88億29百万円と第１四半期連結会計期間末（87億14百万円）に対し１億15百万円増

加しました。これは主に四半期純利益による増加１億15百万円によるものであります。

その結果、自己資本比率は46.7%となっております。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という)は、19億34百万円

と第１四半期連結会計期間末に比べて４億95百万円(20.4％)の減少となりました。

また、前第２四半期連結会計期間末25億24百万円に対しては５億89百万円減少しております。

　
当第２四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりでありま

す。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増減は、前年同四半期連結会計期間にお

ける資金の減少14億77百万円に対して99百万円の減少となりました。これはたな卸資産の減少４億49

百万円に加え、前年同四半期連結会計期間に訴訟関連損失の支払い10億53百万円があったこと等によ

るものです。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の増減は、前年同四半期連結会計期間にお

ける資金の増加７億75百万円に対し、１億68百万円の支出となりました。これは主に前年同四半期連結

会計期間に有形固定資産の売却による収入８億63百万円があったことによるものです。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の増減は、前年同四半期連結会計期間にお

ける資金の増加３億75百万円に対して２億27百万円の減少となりました。これは主に前年同四半期連

結会計期間に長期借入れによる収入８億円があったことによるものです。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動
　

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は４百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

　
(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　
種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 128,000,000

計 128,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,930,74932,930,749東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株であり 
ます。

計 32,930,74932,930,749― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　
　　   　 該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　
　　   　 該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　
　　   　 該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年９月30日 ─ 32,930 ─ 1,855 ─ 264
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

ＪＦＥエンジニアリング

株式会社
東京都千代田区大手町２丁目６―２ 9,600 29.2

東京瓦斯株式会社 東京都港区海岸１丁目―５―20 3,333 10.1

村山　信也 東京都西多摩郡瑞穂町 671 2.0

渡辺倉庫株式会社 東京都港区浜松町２丁目―４―21 600 1.8

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目―８―11 575 1.7

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目―11―３ 511 1.6

シービーエヌワイ　デイエフエイ　

インターナショナル　キャップ　バ

リュー　ポートフォリオ

１２９９　ＯＣＥＡＮ　ＡＶＥＮＵＥ,１

１Ｆ,ＳＡＮＴＡ　ＭＯＮＩＣＡ,ＣＡ　９

０４０１　ＵＳＡ 432 1.3

（常任代理人　シティバンク銀行株式

会社）
（東京都品川区東品川２丁目―３―14）

第一生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町１丁目―13―1

400 1.2（常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社）
（東京都中央区晴海１丁目―８―12）

日本証券金融株式会社
東京都中央区日本橋茅場町１丁目―２―

10
343 1.0

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目―３―３

271 0.8（常任代理人　資産管理サービス信託

銀行株式会社）
（東京都中央区晴海１丁目―８―12）

計 ― 16,737 50.8

（注）　　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 575千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 511千株
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(7) 【議決権の状況】

　

① 【発行済株式】　　　 　 　 　平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ─

議決権制限株式（その他） ― ― ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 19,000
― ─

完全議決権株式（その他）
普通株式

32,858,000
32,858

単元株式数は1,000株であ

ります。

単元未満株式
普通株式

53,749
― ─

発行済株式総数 32,930,749― ―

総株主の議決権 ― 32,858 ―

（注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決

権１個）含まれております。

　２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式657株が含まれております。

　
② 【自己株式等】 　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合

（％）

（自己保有株式）

日本鋳鉄管株式会社

東京都中央区築地二丁目

12番10号
19,000 ─ 19,000 0.1

計 ― 19,000 ─ 19,000 0.1

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年

　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 168 154 171 157 137 131

最低(円) 142 114 115 128 107 107

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

　

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　
２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、仰星監査法人による四半期レビューを受け、当第２四半期

連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年

４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人に

よる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,934 2,149

受取手形及び売掛金 4,648 4,740

商品及び製品 2,598 2,545

仕掛品 361 346

原材料及び貯蔵品 588 611

その他 321 897

貸倒引当金 △203 △235

流動資産合計 10,249 11,055

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 2,256 2,531

土地 3,336 3,336

その他（純額） 2,011 1,821

有形固定資産合計 *1
 7,604

*1
 7,688

無形固定資産 72 87

投資その他の資産 *2
 739

*2
 773

固定資産合計 8,416 8,549

資産合計 18,665 19,605

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,346 2,434

短期借入金 2,358 2,614

未払法人税等 47 269

賞与引当金 130 152

その他 797 759

流動負債合計 5,681 6,230

固定負債

長期借入金 2,703 3,193

退職給付引当金 481 473

役員退職慰労引当金 22 43

負ののれん 129 149

その他 818 674

固定負債合計 4,155 4,534

負債合計 9,836 10,764
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,855 1,855

資本剰余金 264 264

利益剰余金 6,605 6,612

自己株式 △3 △3

株主資本合計 8,722 8,729

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △3 5

評価・換算差額等合計 △3 5

少数株主持分 110 105

純資産合計 8,829 8,840

負債純資産合計 18,665 19,605
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 6,766 6,512

売上原価 5,007 5,233

売上総利益 1,758 1,278

販売費及び一般管理費 *1
 1,053

*1
 969

営業利益 705 309

営業外収益

負ののれん償却額 17 20

その他 26 19

営業外収益合計 44 39

営業外費用

支払利息 60 45

その他 5 3

営業外費用合計 66 48

経常利益 682 300

特別利益

固定資産売却益 *2
 312 －

貸倒引当金戻入額 31 31

その他 1 0

特別利益合計 345 31

特別損失

貸倒引当金繰入額 74 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 102

その他 5 23

特別損失合計 80 126

税金等調整前四半期純利益 947 205

法人税、住民税及び事業税 88 43

法人税等調整額 272 95

法人税等合計 361 138

少数株主損益調整前四半期純利益 － 66

少数株主利益 16 6

四半期純利益 569 59

EDINET提出書類

日本鋳鉄管株式会社(E01283)

四半期報告書

14/26



【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 4,218 4,138

売上原価 3,089 3,330

売上総利益 1,129 807

販売費及び一般管理費 *1
 571

*1
 572

営業利益 557 235

営業外収益

負ののれん償却額 8 10

作業くず売却益 4 －

その他 9 7

営業外収益合計 22 17

営業外費用

支払利息 31 22

その他 2 1

営業外費用合計 33 23

経常利益 546 228

特別利益

固定資産売却益 *2
 311 －

貸倒引当金戻入額 7 －

特別利益合計 318 －

特別損失

固定資産売却損 1 －

固定資産除却損 3 18

特別損失合計 5 18

税金等調整前四半期純利益 860 209

法人税、住民税及び事業税 71 22

法人税等調整額 244 67

法人税等合計 315 90

少数株主損益調整前四半期純利益 － 118

少数株主利益 12 3

四半期純利益 533 115
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 947 205

減価償却費 554 514

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 102

負ののれん償却額 △17 △20

貸倒引当金の増減額（△は減少） 43 △31

賞与引当金の増減額（△は減少） △2 △22

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

△8 △6

受取利息及び受取配当金 △2 △1

支払利息 60 45

有形固定資産除売却損益（△は益） △306 23

売上債権の増減額（△は増加） 417 403

たな卸資産の増減額（△は増加） △554 △45

仕入債務の増減額（△は減少） △362 △69

その他 △233 △9

小計 534 1,087

利息及び配当金の受取額 2 1

利息の支払額 △59 △51

法人税等の支払額 △227 △261

訴訟関連損失の支払額 △1,053 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △802 776

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △125 △252

有形固定資産の売却による収入 863 182

無形固定資産の取得による支出 △1 △1

会員権の売却による収入 － 8

その他 － △63

投資活動によるキャッシュ・フロー 737 △127

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △250 △220

長期借入れによる収入 1,150 －

長期借入金の返済による支出 △556 △526

リース債務の返済による支出 △51 △49

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △0 △65

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー 289 △863

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 223 △214

現金及び現金同等物の期首残高 2,300 2,149

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,524 1,934
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【継続企業の前提に関する事項】

　

該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間 

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

会計処理基準に関す

る事項の変更

 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ

12百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は、115百万円減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は171百万円であ

ります。

 
　
【表示方法の変更】

　

当第２四半期連結累計期間 

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等

規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期

連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

 
　

当第２四半期連結会計期間 

(自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等

規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期

連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間 

(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１.一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められる場合には、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定する方法によっ

ております。

 
２.たな卸資産の評価方法

当第２四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の

実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

また、営業循環過程から外れたたな卸資産で、前連結会計年度末において帳簿価額を処分可能価額まで

切り下げているものについては、前連結会計年度末以降に著しい変化がないと認められる場合には、前連

結会計年度末における貸借対照表価額を計上する方法によっております。

 
３.固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按

分する方法によっております。

 
４.繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、20,058百

万円であります。
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、19,962百

万円であります。
 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金

の額

投資その他の資産 874百万円
 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金

の額

投資その他の資産 883百万円
 

３ 住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行から

の借入保証額

３ 住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行から

の借入保証額

　 35百万円
　

　 39百万円
　

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間 　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費 218百万円

給料手当 340　〃

賞与 103　〃

退職給付費用 29　〃
 

※２　固定資産売却益の主なもの

土地売却益 310百万円
 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費 201百万円

給料手当 319　〃

賞与 74　〃

退職給付費用 25　〃
 

　

第２四半期連結会計期間 　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費 138百万円

給料手当 164　〃

賞与 52　〃

退職給付費用 15　〃

貸倒引当金繰入額 52　〃
 

※２　固定資産売却益の主なもの

土地売却益 310百万円
 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費 129百万円

給料手当 156　〃

賞与 38　〃

退職給付費用 12　〃

貸倒引当金繰入額 60　〃
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 2,654百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △130 〃

現金及び現金同等物 2,524百万円
 

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

現金及び預金 1,934百万円

現金及び現金同等物 1,934百万円
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(株主資本等関係)

　
当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日

　至　平成22年９月30日)

　
１.発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 32,930,749

　
２.自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 19,657

　
３.新株予約権等の四半期連結会計期末残高

　
　　　該当事項はありません。

　
４.配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月29日

定時株主総会
普通株式 65 2.00平成22年3月31日平成22年6月30日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　
　　　  該当事項はありません。

　
５.株主資本の著しい変動

　　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　
ダクタイル
鋳鉄関連
(百万円)

樹脂管・
ガス関連　　　
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高 3,761 457 4,218 ─ 4,218

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 0 5 5 (5) ―

計 3,761 462 4,224 (5) 4,218

　　営 業 利 益 517 41 558 (0) 557
　

　前第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　
ダクタイル
鋳鉄関連
(百万円)

樹脂管・
ガス関連　　　
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高 5,875 890 6,766 ─ 6,766

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 0 8 9 (9) ―

計 5,876 898 6,775 (9) 6,766

　　営 業 利 益 602 103 705 (0) 705

（注）１.事業区分は、販売市場の類似性により区分しております。

２.各事業区分の主要製品名又は事業の内容

事業区分 主要製品名又は事業の内容

ダクタイル鋳鉄関連

水道用ダクタイル鋳鉄管、水道用異形管、上下水道用FEM

鉄蓋、水道用付属部品、水道施設工事業、土木工事業、エン

ジニアリング事業

樹脂管・ガス関連

ガス用ダクタイル鋳鉄管、ガス用異形管、ガス用FEM鉄蓋、

ガス用付属部品、ポリエチレン管、レジンコンクリート製

品、ガス用配管材等の保管及び輸送、産業廃棄物の収集、

運搬及び積み替え保管、古鉄類（金属、樹脂等）の販売

　
【所在地別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　本邦以外の国または地域には所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日)及び前第２四半期連結累計期

間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成
21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号
 平成20年３月21日)を適用しております。
　

１. 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経
営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
当社は販売市場・顧客の種類・業界に特有の規制環境等の類似性を考慮し、事業活動を展開しておりま
す。
従って、当社は販売市場の類似性を基礎とした事業別セグメントから構成されており、「ダクタイル鋳
鉄関連」及び「樹脂管・ガス関連」の２つを報告セグメントとしております。
「ダクタイル鋳鉄関連」は、水道用ダクタイル鋳鉄管、水道用異形管、上下水道用FEM鉄蓋、水道用付属部
品の製造販売及び水道施設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業を行っております。「樹脂管・ガス
関連」は、ガス用ダクタイル鋳鉄管、ガス用異形管、ガス用FEM鉄蓋、ガス用付属部品、ポリエチレン管、レジ
ンコンクリート製品の製造販売、ガス用配管材等の保管及び輸送、産業廃棄物の収集、運搬及び積み替え保
管、古鉄類（金属、樹脂等）の販売を行っております。

　

２. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 （単位：百万円）
　 報告セグメント

合計 調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

　 ダクタイル
鋳鉄関連

樹脂管・
ガス関連 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 5,628 884 6,512 6,512 ─ 6,512

セグメント間の内部
売上高又は振替高 0 8 9 9 △9 ―

計 5,628 893 6,521 6,521 △9 6,512

セグメント利益 205 102 307 307 1 309

(注)  １.セグメント利益の調整額1百万円は、セグメント間取引消去であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 （単位：百万円）
　 報告セグメント

合計 調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

　 ダクタイル
鋳鉄関連

樹脂管・
ガス関連 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,671 466 4,138 4,138 ─ 4,138

セグメント間の内部
売上高又は振替高 0 5 5 5 △5 ―

計 3,672 471 4,143 4,143 △5 4,138

セグメント利益 181 54 236 236 △0 235

(注)  １.セグメント利益の調整額△0百万円は、セグメント間取引消去であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１.１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 264.92円
　

　 　

１株当たり純資産額 265.39円
　

　
２.１株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 17.32円
　

１株当たり四半期純利益金額 1.80円
　

(注)１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

    ２.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　 前第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結累計期間

項目 (自　平成21年４月１日 (自　平成22年４月１日
　   至　平成21年９月30日)   至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
金額                      (百万円) 569 59

普通株式に係る四半期純利益金額
                        　(百万円) 569 59

普通株主に帰属しない金額　(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数  (千株) 32,913 32,911

　
第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 16.20円
　

１株当たり四半期純利益金額 3.51円
　

(注)１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

    ２.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　 前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

項目 (自　平成21年７月１日 (自　平成22年７月１日
　   至　平成21年９月30日)   至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
金額　　　　　　　　　　 (百万円) 533 115

普通株式に係る四半期純利益金額
         　　　　　　　  (百万円) 533 115

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数 (千株) 32,912 32,911

　
２ 【その他】

　
　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成21年11月12日

日本鋳鉄管株式会社

    取締役会　御中

仰　星　監　査　法　人
　

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士　中　川　隆　之　印

　

代 表 社 員 
業務執行社員 公認会計士　神　山　俊　一　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ

ている日本鋳鉄管株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第

２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に

責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行

われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本鋳鉄管株式会

社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結

会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

　
以　 上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年１１月１０日

　

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社
　

 取 締 役 会   御 中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士    谷    上    和    範    印

業 務 執 行 社 員 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士    中    島    康    晴    印

業 務 執 行 社 員 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士    中    村    裕    輔    印

業 務 執 行 社 員 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ

ている日本鋳鉄管株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度

の第２四半期連結会計期間（平成２２年７月１日から平成２２年９月３０日まで）及び第２四半

期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有

する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の

監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一

般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本鋳鉄管株式会社及び連

結子会社の平成２２年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間

及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの

状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとお

り、会社は第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18

号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号　平成20年３月31日）を適用して四半期連結財務諸表を作成している。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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